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令和2年4月1日
5,000,000円

082-545-0038
082-545-0064
info＠n2kei.jp

代表取締役 近重文男 ３名

（契約実績）

➀ 農振計画（基礎調査）等業務 （令和２・４～６年度 契約数３件）

② 農業振興ビジョン策定業務　 （令和２～６年度 契約数１３件）

③ 農業農村振興に係る調査業務 （令和３～５年度 契約数５件）

④ 農業関連補助事業の申請支援業務 （令和５年度 契約数２件）

⑥ 農産物販売等に係る市場調査業務 （令和２・５・６年度 契約数３件）

　注）

〒730-0052

広島県広島市中区千田町

一丁目７番１７号

⑥ 農産物販売等に係る市場調査業務

① 農業振興地域の整備に関する法律に基づく農業振興地域整備計画等の策定支援
業務

② 農業振興ビジョン等策定支援業務

③ 民間企業等による農業参入に係る調査及び事業計画の作成業務

④ 国等の農業関連補助事業の申請書作成支援業務

⑤ 農業農村振興に係る各種調査業務

⑦ ①～⑥に附帯、関連する業務

以下、前号（①～⑦）のうち契約実績のあった業務

代表取締役が（一財）広島県森林整備・農業振興財団において農業振興に関する各種

業務に従するなか、農業振興ビジョン等策定支援業務を20年以上受託してきた経験を活

かし、令和２年４月１日、(株)農業農村計画を設立。

以降、市町の農業振興ビジョン等策定支援業務を主に受託しています。

なお、令和２年度（全て）、令和３年度（一部）の業務については（一財）広島県森林整備・農業振興財団
を通じた受注（下請け）による。
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（１） 策定手順

１

◉農業振興施策の基本指針として策定される計画で、いわゆる「農振計画」（法律に基づく計

画）とは別に、地域農業の将来像や中長期の施策指針などをまとめるものです。策定の目的、

趣旨によって、３～５年の中期計画や１０年間の長期計画など、まとめ方とともに策定手順も

様々です。

４月 ９月７月 ３月

01

●基礎調査①、②

●第１回検討委員会

●施策等評価、課題整理

02 03 04 fin
●第２回検討委員会

●ビジョン骨子案

●第３回検討委員会

●ビジョン案

●第４回検討委員会

●ビジョン案
（本編及び概要版）

１２月

※ 重点施策（プロジェクト等）の有無、アンケート・ヒアリング等調査の実施規模等により変わります。

※ アンケート調査票、現状・問題点、振興課題等の整理やビジョン骨子（案）、ビジョン（案）については、受託者がた

たき台を作成し、委託者と協議しながらとりまとめ、委員会等の審議資料とします。

※ 検討委員会は、再生協議会や別途、学識経験者や商工部門の委員を含めた審議会等を設置する場合もありま

す。

基本事項の確認

たたき台（案）提示

修正指示

修正資料提示

内部協議

修正指示等

第２章 基本方針

■第２章 基本方

針

（１）農業のめざす姿

（２）農業のめざす姿 統計データ

文献、資料

たたき台

 策定期間は、通常１年から1年半、従来計画の見直しでは、半年程度でまとめる例もあります。

 また、アンケート調査や農家ヒアリングの実施、検討委員会の開催によっても要する期間、ス

ケジュールは変わってきます。
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（２） 現状と問題、振興課題等の整理

（３） 検討委員会、審議会等の運営について

（４） とりまとめ

表２-３　現況集積面積、構成農家数等

55ha 34ha 31ha 112戸 12集落

資料：令和４年集落営農実態調査

1人 3

2人 6

3人 12

5人以上 21

計 45

資料：同上

表２-４ 集落営農の主たる従事者数

農地集積面

積計
構成農家数

集落営農を

構成する集

落数
経営耕地面

積

作業受託面

積

集落営農
数

•

•

•

•

8%

8%

8%

33%

28%

23%

36%

33%

30%

14%

20%

24%

9%

11%

15%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H22

H27

R2

0 .5ha未満 1 ～3ha 3～10ha

0 .5～1ha 1 0ha以上

図２-20 経営耕地規模別面積割合(吉賀町)

資料：農林業センサス

39%

23%

（２） 経営構造（担い手への農地集積）

（３） 地産地消の取組

•

•

•

54,165
71,651 72,764 68,833 67,698 68,778 56,547 57,916

54,840
47,809 47,220 45,650 42,093 40,830

37,406 41,397

43,899
50,433 48,118

44,987
39,487 39,562

48,670
55,240

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

H22 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

道の駅やくろ 道の駅かきのきむら アンテナショ ップ

図２-21 道の駅、アンテナショップ売上額推移

資料：吉賀町
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基礎調査としては、❶センサス等の統計資料の分析とともに、❷アン

ケート調査（農家や非農家〔市町村住民〕、❸農家・関係団体等へのヒ

アリング等を実施します。

また、国内の農業構造や流通販売環境の変化、国の農業施策動向

などを踏まえながら、現状・問題、振興課題を整理します。

計画策定に際しては、検討委員会等を３～５回程度開催されるケースが多いと思いますが、タイト

なスケジュールの中で、意見を聴取、整理し、計画に反映させていくことは事務局を運営する担当部

署にとっては大きな負担となります。

弊社は、検討委員会の開催に必要な資料作成、聴取した意見の裏付け資料等の整理、計画への

反映など迅速かつ的確にサポートします。

内容に応じてフォーマットを検討し、必要に応じてイラスト等も活用。視覚的に分かりやすい計

画づくりに努めます。
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（１） 策定手順

※必要に応じて

◉先の業務（２、３頁）をよりコンパクトにした短期支援業務の一例です。

◉最初に基本事項を協議し、それを踏まえ基本事項について整理し、計画のプロトタイプを提

供し、必要に応じて市町村で内容を修正、加筆する方法です。

◉業務期間も短期で、限られた予算で支援を受けたいという要望に応える支援業務です。

※遠方の自治体でも、委員会には出席し、意見等とりまとめ（計画への反映）等の対

応は行います。

 ビジョン策定趣旨・策定手順
 農業振興施策、農業の現状・問題

（意見聴取）

第１回委員会

第２回委員会

ビジョン策定手順等

ビジョン【骨子】

ビジョン【修正案】

 施策体系
 施策内容
 重点施策

 現状・問題、施策課題
 基本方針、基本目標
 施策体系、重点施策

第３回委員会

第４回委員会

ビジョン【素案】

重点施策関連ヒアリング等

追加調査

❹ アンケート調査実施

❷ 市町村農業等の現状

❺ ヒアリング調査

❶ とりまく環境・情勢変化

❸ 振興施策実績検証

現状・問題・施策課題の整理

 施策体系
 施策内容
 重点施策
 推進体制等

ビジョン【最終案】(報告)

市町村農業等の現状、農業振興施策課題、重点施策等

事前協議（準備）
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（１） 農業振興地域整備計画基礎資料作成

（２） 農業振興地域整備計画策定

２
◉ 「農業振興地域の整備に関する法律」に基づき策定する計画で、ガイドラインに沿って、基礎

調査資料、整備計画を整理します。

◉土地利用計画について、これまでGIS（一筆毎の地図データ）によらず、農地台帳をベースに

除外地番方式で整理されてきた場合は、GISを活用した指定地番方式で整理されることをお

勧めします。

◉国土調査等が完了していないケースでも、農業委員会の農地台帳、課税台帳、衛星写真、

航空写真などから、必要に応じてポリゴンを作成し、台帳データと地図データを一致させるな

どによって基本的な農地情報をします。

◉ そのうえで、必要な農業施策（補助事業等受益地）等の情報を重ね、農振農用地として設定

すべき農用地等を確認、設定（変更）できるよう必要な資料を整理、提供します。

 ガイドラインを踏まえ、基盤整備、農地等保全整備、近代化施設整備、就農者育成等基盤整備、

生活環境整備等については、事業実績とともに電子データ形式で附図を作成します。

 各章の図表、統計、推計値、整備等に係る考え方などは、ガイドラインに沿って、適宜整理しま

す。

 農振農用地等については、台帳と地図データを照合し、必要に応じてポリゴン（筆形状データ）

を追加作成しながら、ベースとなる地図、台帳をＧＩＳで整理します。

 （１）で整理した、基本となる農地データ（ポリゴン及び属性データ）をベースに、必要に応じて除

外地番から指定地番への変換とともに、農用地区域への編入・除外を整理します。

 整備計画書の各整備に係る図表・文章等は、ガイドラインに沿って整理、作成します。

※土地利用計画図（附図１）は、

指定地番によりＧＩＳで作成す

るので、パソコン画面上で拡大

すれば、一筆ごと確認すること

ができます。

拡大

拡大
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（３） 策定スケジュール

 現計画の整理状況、農地データ（地図データ、台帳属性データ）の整理状況、関連事業等の実施

状況や実績等ファイリング状況によって受託者だけでなく、市町村担当者の方の手間も大きく変

わります。

○ 付図作成
※電子地図による整理

付図１号～５号

○ 記述、図表等整理
• 地域の概況、農業生産、土地利用、農業生

産基盤、農用地等保全、農業近代化施設整

備、農業就業者育成確保、就業機会、農村

生活環境、森林整備その他林業振興との関

連、各種協定、申し合わせ状況、農業・農村

振興体制整備推進体制etc.

○ 記述・図表等整理（整備計画関連）
• 農用地利用計画

• 農業生産基盤整備開発、農用地等保全、経営規

模拡大、農用地等効率利用促進、農業近代化施

設整備、担い手育成確保施設整備、農業従事者

安定就業促進、農村生活環境施設整備、農用地

利用計画（指定地番による）等計画etc.

○ 付図作成
※電子地図、GISによる整理

• 土地利用計画図（付図１号）

• 付図２号～６号

○ 農業委員会・県等協議
• 農用地利用計画の目標（変更、見直し方向）

• 計画素案（変更内容等説明）

• 最終計画案（協議等）

※１年～２年

●一筆ポリゴン
・課税
・農業委員会
・土地改良
・森林関係

●農地データ
・農地台帳
・関連事業
・農振農用地
・都市計画

照合

農振地域内農地の一
筆図・データ

●農振農用地線引き
・まとまり
・事業受益等
・地域計画との整合

・航空写真
・その他資料

農用地利用計画
（現在、目標）

※半年から１年

施策（補助事業等）受益地の該当有無の明確化

農地の所在等確認

課税台帳、農地台帳、その他データの整合

認定農業者（個人経営体）

 〃 （組織経営体、法人経営体）

新規就農者（認定新規）

地域農業を担う経営体（定年帰農など）

※

※ GISによる一筆整理
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アンケート調査票作成・分析（農家２種、約400件）

統計調査等データ分析、現状・課題整理

振興プラン（たたき台）検討、計画書最終とりまとめ

アンケート調査票作成・分析（農家３種、約2,300件）

統計調査等データ分析、現状・課題整理

計画書（たたき台）検討、計画書最終とりまとめ

アンケート調査票作成・分析（農家３種、消費者(市民）、企業、約1,200件）

統計調査等データ分析、現状・課題整理

計画書（たたき台）検討、計画書最終とりまとめ

アンケート調査票作成・分析（販売農家〈後継者〉、認定農業者、生産部会

産直市出荷者、400件）、ヒアリング（中山間代表、産直市、生産部会）

統計調査等データ分析、現状・課題整理、計画書最終とりまとめ

農家意向調査の手法検討及び意向調査票の作成等

基礎調査業務（一部）

農家意向調査の手法検討及び意向調査票の作成等

基礎調査業務（一部）

アンケート調査票作成・分析（農家３種、消費者(市民)、企業、約1,200件）

統計調査等データ分析、現状・課題整理

計画書（たたき台）検討、計画書最終とりまとめ

アンケート調査票作成・分析（農家３種、町民、企業、高校生1,100件）

統計調査等データ分析、現状・課題整理

計画書（たたき台）検討、計画書最終とりまとめ

アンケート調査票作成・分析（農家３種、町民、約900件）

統計調査等データ分析、現状・課題整理

計画書（たたき台）検討、計画書最終とりまとめ

アンケート調査票作成・分析（農家3種 約450件）

統計調査等データ分析、現状・課題整理

計画書（たたき台）検討、計画書最終とりまとめ

農家意向調査の手法検討及び意向調査票の作成等

基礎調査業務（一部）

7



注）業務は令和２・３年度、３・４年度、４・５年度など年度をまたぐ契約もあります

　受付窓口（事務所、メール開設）、問合せ対応
　書類確認、申請書記載確認、申請要件審査、その他調整等

　水稲、野菜等の経営収支等調査（経営指標等の試算）
　オーガニック農産物販売動向（首都圏専門店での取り扱い状況：品目、産地、価
格、有機JAS認証等の取得等）

集落全世帯員を対象としたアンケート調査（調査票作成、集計・分析等）

調査票作成、集計・分析（前回調査Ｈ２７年度、集落営農実態調査（統計）との

比較分析等）

経営診断（財務諸表分析、ヒアリング、構成員全戸アンケート等による経営実態

調査、中長期的課題整理

経営改善等コンサルティング（一部外部専門家活用）

アンケート調査票作成・分析（認定農業者等）

統計調査等データ分析、現状・課題整理

計画書検討、最終とりまとめ

経営診断（財務諸表分析、ヒアリング、構成員全戸アンケート等による経営実態

調査、中長期的課題整理

経営改善等コンサルティング（一部外部専門家活用）

統計調査等データ時点修正及び施策内容見直しビジョンとりまとめ

（概要版修正含む）

実施計画書（５か年）作成
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